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Ⅰ はじめに

この小論は､生産性の国際比較を行なう際に理論的な基礎となるいくつかの

論文を､系統だって紹介することを目的としたものである｡デイビジア指数や

Translog型生産関数は､色々な目的で実際に使用されているが､ここでもう

一度その理論的背景を整理 してみることも重要である.

ⅠⅠ 全要素生産性

JorgensonandGriliches(1967)に沿って全要素生産性の定義を概観してみ

ることとする.社会合計のシステムよりYiを第i生産物の生産量､qiを第 i生産

物の価格､Xjを第j生産要素の投入量､pjを第j生産要素の価格 とすれば

qlYl+q2Y2+･･･+qmYm-pIXl+P2x2+-+PnXn (1)

が成り立つ｡この式を時間について全微分し､もう一度 (1)式の両辺で割る

ことによって

字 w ilqe'+g]-字 昭 +xxi ]

qiYi
u)i= T, TT
写 qiYi'
i
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j

を得る｡生産物の総生産量の指数yの成長率を

fY-∑W考i
生産要素の総投入量の指数Xの成長率を

x-x-∑ujxf子}

で定義する｡同様に生産物の価格の指数qの成長率を

言 - ∑ wif･i

生産要素の価格の指数カの成長率を

-∑ -
}

で定義する｡最初の2つの指数はデイビジア数量指数､後の2つの指数はデイ

ビジア価格指数と呼ばれている｡全要素生産性Pを

p-x-Y
で定義する｡従って全要素生産性Pの成長率は

P-P 喜 一x-x-∑ wi若 一字vjxff-t
または

pf 岩 一 言 -∑ uj芳 一∑ wi岩j i

(3)

(4)

(5)

で計算できる｡この指数は､デイビジア全要素生産性指数の成長率と呼ばれて

いるが､新古典派経済学の生産者均衡の立場から理解することができることを

以下に示す｡

生産関数を陰関数の形で

F(Yl,Y2,･･･,Ym,-Xl,-X2,.･･,-Xn)-0
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と定義できるものとし､ここでこの関数の一次同次性を仮定する｡Fを全微分

し

p-∑FiL ∑ Fjkji )
を得る｡但 し

Fi - 壁
aYi'

Fj- 芸 ･

Fの一次同次性よりオイラーの定理を通用して､

∑FiYi-∑FjXj-0
i i

を得るので､Qを

Q-∑ FiYi-∑FjXji }
で定義すれば (7)式は

FQi;∑(FiYiYi∑kFkYkY;A) FjXjXj∑kFkXkXj

(7)

) (8)

と変形できる｡競争均衡を仮定すれば生産者は､

maximize∑ qiYi-∑ pjXj
i j

subjecttoF(Yl,Y2,-,YTm,-x l,-X2,- ,-Xm)-0

を解いているとされる｡従って九をラグランジュ乗数として

qi-AFi,

Pi-AFj

を得る｡これらの式と(8)式を用いて

F P

Q=p
(9)

を導出できる｡この式は､生産関数のシフトとデイビジア全要素生産性指数の

成長率が対応していることを示している｡
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ⅠⅠⅠ デ イビジア指数とTranslog型生産関数

以下Diewert(1976)に沿ってデイビジア指数が､Translog型生産関数と斉

合的であることを示す｡

o期と1期の間の数量指数を

Q(P(0),P(1),･x(0),x(1))

で表現 し､対応する価格指数を

P(p(0),P(1);x(0),x(1))

で表現すると､どのような指数であっても

P(p(0),P(1);x(0),x(1))Q(p(0),P(1);x(0),x(1))
p(1)x(1)

p(0)x(0)

を満たしていなければならない｡Christensen,JorgensonandLau(1971,1973)

で紹介された一次同次のTranslog型集計関数は

〟

Imf(x)-α｡+∑αnlnxn弓皇 皇γjklnxjlnxkn-1 j-1A-1
で定義される｡ここで

〟

∑ αn-1,
n-1

yjk=ykj'

k$1"･k-0

であり､この関数は任意の二階連続微分可能な一次同次の関数の2階の近似に

なっている｡gを2次形式の関数

〟
g(x'-α｡+∑ αnzn･ i 豊皇γjkZjZk

n-1 1-1A-1

とすると､ 2次形式近似レンマ (Diewert(1976,p.116)参月召)を用いて
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g(I(1))一g(I(0))-Ⅰ[∇g(I(1))+∇g(Z(0))](I(1ト Z(0))

が成り立つ｡このレンマをln/に適用して

lnf(x(1))llnf(x
･0,,-ilx-(I,

∇/(〟(0))
/(〟(0))]

(ln〟(1)-1n〟(0))

を得る｡(ここでx'(1)とx̂(0)はベクターを対角行列に変換したもの｡)fを一次同

次のTranlog型集型関数として

mxaxlf(x):P(r)x-P(r)x(r);x≧oi

の解がx(r)で与えられるとすると､ Yが1の場合と0の場合を考えて､

ln/(〟(1))-1n/(〟(0))-磨(1)p(1) 虎(0)p(0)
p(1)Tx(1) p̀(0)Tx(o)]

(1m∬(1)-1n〟(0))

を得る.(Diewert(1976,p.119)参月鮎)このTranlog型生産関数と斉合的で

ある指数は､デイビジア離散型近似指数と呼ばれる｡Diewertは (1)経済の

生産可能性集合が生産物集計関数と投入物集計関数が共にTranslog型集計関

数である形に分離可能であり､ (2)生産者が利潤の最大化を行なっており､

(3)技術の進歩が中立的である場合には､JorgensonandGrilichesの全要

素生産性指数の測定は正当化されることを示した｡

離散型データでの全要素生産性指数の計算は例えば生産関数が､

Y(i)-f(K(i),Lit))

と,資本K､労働Lの2要素である場合には

lnP(i)-Imp(i-1)-(ln}て才)-1nY(i-1))-喜(vL(i)+vL(i-1))(lnL(i)-1nL(ill))-

i(uK(i)･vK(i-1))(lnK(i)-1nK(i-1))

と計算される｡ここでvL(i)はt期の労働への分配率､ vK(i)はt期の資本-の

分配率で､九(i)をt期の労働の価格､pK(i)をt期の資本の価格として､､それぞれ
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vL(i)-

uK(i)-

で定義されているものとする｡

Ⅳ 経済成長の比較分析

九 (i)L(i)

PK(i)K(i)+PL(i)L(i)

PK(i)K(i)
PK(i)K(i)+PL(i)L(i)

JorgensonandNishimizu(1978)はtranslog型生産関数を用いて日本とア

メリカの経済成長の比較分析を1952年から1974年までのデータにより行なった｡

その研究の目的は､日本とアメリカの生産高の差を生産要素投入量の差と技術

のレベルの差で説明することであった｡日本の生産高は1952年から1960年まで

の間アメリカ経済に比べて急速に増加していったが､資本の投入量はこの期間

日本とアメリカであまり差は認められず､その要因を日本の急速な技術力の増

加と労働力の投入に見ることができると分析している｡1960年から1974年まで

の間は､労働力の投入量の平均成長率は日本とアメリカであまり差は詑められ

ないが､日本の資本の投入量の平均成長率はアメリカの2倍を超え､それに伴

って技術のレベルも増加していったと分析 しており､1968年から1973年の間に

日本の技術力はアメリカの技術力に追い付いたとしている｡

JorgensonandNishimizuはまず生産関数を以下のようにtranslog型で特定

化した｡

Y-exp[αo+αKlnK+αLlnL+αDD+αTT+

ipKK(lnK)2'pKLlnKlnL'PKDDlnK'PKTTlnK+

与βLL(lnK )2+pLDDlnL･PLT T lnLI

ipDDD2+PDTDT+ip7TT2]

ここでYは生産高､Kは資本投入量､Lは労働投入量､Dはダミー変数 (アメ

リカは1､日本は0)､Tは時間を表す｡この関数は
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α∬+αエ-1,

PKK+PKL-0,

6KL+PLL-0,

6KD+PLD-0,

6KT+PLT-0

を必要十分条件として一次同次になる｡資本の分配分uKと労働の分配分uL,は､

qYを生産物価格､pKを資本投入の価格､九を労働投入の価格として､それぞれ

uK=
PKK

qYY'

PKL
-I)i= T,
qyY

と定義される｡

生産者均衡を仮定すると､資本の分配分 uKと労働の分配分 uLは､

∂1ny

uK=前 言雇 =αK+βKKlnK+βKLlnL+βKDlnD+PKTlnT,

∂1ny

uL=盲-i完了 =αL+βKLlnK+βLLlnL+βLDlnD+βLTlnT

とそれぞれ計算できる｡

生産Yが YlからYmまでのm個の要素で成り立っているとして､その集計

関数としてtranslog型集計関数を使用すると､生産yは

Y-explallnYl+a21nY2+･･･+amlnYm+

iβ11(lnYl)2+β121nYllnY2I-+Ⅰβmm(lnYm)2]

と計算できる.また第i生産物の価値のシェア-u)yiは､生産者均衡を仮定して

∂1ny

wyi= 前 諏 =αi+βli(lnYl)+'''+β-i(lnY-)

と計算できる｡

日本とアメリカのtranslog集計された生産の差は､デイビジア離散型近似指
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数を用いると､

wyi-ilwyUi･wyJi]

と置いて

E22a

lnYU-1nY J- ∑ wyillnYIU-1nU ]

i=1

と表現できる｡

資本投資Kが方 1からK,までのr個の要素で成り立っているとして､その集

計関数としてtranslog型集計関数を使用すると､資本投入Kは

K-exp[αflnKl+aFlnK2.-+αデlnK,+

‡β11(lnKl)2+β1% KllnK2･-+Ⅰβ,E(1nK,)2]

と計算できる｡日本とアメリカのtranslog集計された資本投入の差は､デイビ

ジア離散型近似指数を用いると､

wKi-Ⅰ[wKYIu,KJi]

と置いて

S

lnKU-1nKJ-∑ wKi[lnKIU-1nKIJ]
i-1

と表現できる｡同様に労働投資についても､日本とアメリカのtranslog型集計

された労働投資の差を以下のように計算できる｡労働投入Lが 左 からLsまで

のsL国の要素で成り立っているとして､その集計関数としてtranslog型集計開

数を使用すると労働投入エは

L-exp[αflnLl･αをlnL2･-+αflnLs･

ⅠβFl(lnLl)2+βlL2lnLllnL2･-+与pst(lnLs)2]

と計算できる｡日本とアメリカのtranslog集計された労働投入の差は､デイビ
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ジア離散型近似指数を用いると､

u,Ll-Ⅰ[u,LUl･･u,LJi]

と置いて

S

lnLU-1nLJ-∑ u,Li[1nLIU-1nLl]
かiiii1

と表現できる｡

日本とアメリカの技術の差 uDを､資本投入､労働投入､時間を両国において

等しくした時の対数変換した生産の差として定義すると､

∂1ny

vD=il㌃万 =aD+βKDlnK+βLDlnL+βDDlnD+JgDTlnT

と表現できる｡

技術の差を表す指数 bDを､対数変換された生産の差から､対数変換された労働

働投入と資本投入の差を価値分配分を重みとして平均 した指数を差し引いたも

のとして定義すると､

OD-(lnYU-1nYJ)-u-K(lnKU-1nKJ)-DL(lnLU-1nlJ)

と表現できる｡但 し､

紘-i(uKU･uZ),

bL-i(uLU･ULJ),

OD-i(uDU･uDJ).

Ⅴ 日本と韓国の全要素生産性

この小論ではデータの制約と時間の制約から､集計データを開いて日本およ

び韓国の全要素生産性の計算を行なってみた｡データーは国連の National
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AccountsStatisticsの1989年版から1981年から1989年までの年次データを用い

た｡表 1は日本の全要素生産性を計算したもので､表 2は生産の伸び率に対す

るそれぞれの要素の寄与率を計算してある｡全要素生産性の寄与率は､1981年

が約6%､1981年が約7%､1981年が再び約6%と低迷しているが､1985年が

約13%と大きく伸びた｡その後､1988年までは8%から9%で推移し､1989年

には約7%まで低下している｡表3は韓国の全要素生産性を計算したもので､

表4は表 2と同様に生産の伸び率に対するそれぞれの要素の寄与率を計算して

ある｡全要素生産性の寄与率は､1981年で約18%と高く､1981年に約12%へ低

下し､1984年の約14%から1986年の約15%まで徐々に増加し､その後1989年の

約7%まで低下している｡生産の伸び率に対する全要素生産性の寄与率を比較

すると､1980年代を通じて全般的に韓国の方が日本に比べて高かったことが分

かる｡

日本の全要素生産性

年 ' 生産 資本 労働 生産性

1981 9.1636 1.4952 7.1181 0.5506

1982 9.0750 1.4429 7.0061 0.6261

1983 8.9488 1.4633 6.9904 0.4951

1984 9.4324 1.4372 6.8772 1.1180

1985 9.6297 1.5304 6.8543 1.2450

1986 9.0382 1.5053 6.7899 0.7430

1987 9.5104 1.6057 7.0424 0.8623

1988 9.9642 1.6646 7.3199 0.9797

1989 9.7284 1.7401 7.3098 0.6785

表 1
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日本の全要素生産性 (寄与率)

午 資本 労働 生産性

1981 0.1632 0.7768 0.0601

1982 0.1590 0.7720 0.0690

1983 0.1635 0.7812 0.0553

1984 0.1524 0.7291 0.1185

1985 0.1589 0.7118 0.1293

1986 0.1666 0.7512 0.0822

1987 0.1688 0.7405 0.0907

1988 0.1671 0.7346 0.0983

1989 0.1789 0.7514 0.06p97

表 2

韓国の全要素生産性

午 生産 資本 労働 .生産性 -

1981 8.1959 1.0000 5.7370 1.4588

1982 8.3443 1.1686 6.1776. 0.9981

1983 8.8929 1.2348 6.6618 0.9963

1984 8.7803 1.2817 6.3127 1.1859

1985 8.5643 1.3023 6.0922 1.1697

1986 9.2124 1.3454 6.4759 1.3912

,1987 9.2998 1.4843 6.8478 0.9677

1988 9.3663 1.4591 6.9859 0.9212

1989 8.8446 1.2780 _6.9312 0.6355

表3
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韓国の全要素生産性 (寄与率)

午 資本 労働 生産性

1981 0.1220 0.7000 0.1780

1982 0.1400 0.7403 0.1196

1983 0.1388 0.7491 0.1120

1984 0.1460 0.7190 0.1351

1985 0.1521 0.7114 0.1366

1986 0.1460 0.7029 0.1510

1987 0.1596 0.7363 0.1041

1988 0.1558 0.7459 0,0984

1989 0.1445 0.7837 0.0718

表 4
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